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は じ め に 
 
 

銚子市公立保育所再編検討委員会は、本市の人口減少及び少子化に伴い公立保育所の

定員割れが続いている状況や、銚子市の厳しい財政状況を踏まえ、より良い公立保育所

の運営を目指すためには再編が必要なのか、また、その方向性や具体的な進め方などに

ついて慎重に検討するために銚子市長から委嘱された委員により、会議を重ねてきまし

た。 

本委員会においては、各公立保育所入所児童数の推移や保育所の適正規模、保育所施

設の建築後の経過年数、設置位置などを多角的にとらえた上で、現状の保育サービスの

低下を招くことなく、更なる保育サービスの充実を目指しつつ、再編を進めるべきであ

り、再編に当たっては、保護者や関係する市民等に十分説明し、また意見を聴取したう

えで、慎重に進めるべきであることを提言し、報告するものです。 

今後、本委員会の提言が反映されることを期待するとともに、少子高齢化や人口減少

が進む中で、より良い公立保育所の運営を目指した再編を願うものです。 

また、公立保育所再編の実施に当たっては、地域住民や保護者等の理解と協力を得な

がら、合意の中で進められることを切望します。 

 

平成２３年３月２４日 

 

銚子市公立保育所再編検討委員会 

会 長   宮 内  智 
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１ 本市の児童数の状況について 

本市の０歳児の乳児数は、各年の４月１日現在で比較してみると、平成７年７０３

人、平成１２年 ５５４人、平成１７年 ４８３人、平成２２年 ３３３人と、１５

年間で３７０人減少し、減少率は５２．６％である。 
また、０歳児から５歳児までの保育所入所対象児童数についても、平成７年  

４，４９１人、平成１２年 ３，７６５人、平成１７年 ３，１２６人、平成２２年 

２，３７５人と、１５年間で２，１１６人減少し、減少率は４７．１％である。 
このことから、銚子市の人口減少と相まって、本市の保育所入所対象児童数は、数

年後には２，０００人程度と推測される。 
 
 
２ 本市の保育所入所児童数について 

本市の民間認可保育所を含めた入所児童数（管外受託児童を除く）は、各年の４月

１日現在で比較すると、平成７年 １，１６０人、平成１２年 １，１０５人、平成

１７年 ９９２人、平成２２年 ８７６人と、１５年間で２８４人減少し、減少率は

２４．５％である。 
平成２２年度における保育所の定員総数は１，０７０人であるが、入所児童数は 

８７６人であるため、１９７人の定員割れの状況となっている。その内、公立保育所

５か所の入所状況は、定員総数５７０人に対し、入所児童数は４３４人であり、   

１３６人の定員割れの状況となっている。 
 

公立保育所の入所状況 
平成２２年４月１日現在 

名 称 定員(人) 入所数(人) 定員割れ(人) 入所率(％) 
第一保育所 ９０ ４６ ４４ ５１．１ 
第二保育所 １５０ １０５ ４５ ７０．０ 
第三保育所 １２０ ９０ ３０ ７５．０ 
第四保育所 １２０ １２４ △４ １０３．３ 
海鹿島保育所 ９０ ６９ ２１ ７６．７ 
  計 ５７０ ４３４ １３６ ７６．１ 

   ※管外受託児童（他市町から本市の保育所に入所を委託された児童）を除く。 
 
 
３ 公立保育所再編の必要性について 

本市の保育所入所対象児童数は、年々減少が続いており、本市の人口減少と相まっ

てこの傾向は今後も続くことが予測される。また、これに呼応し、保育所入所児童数

も減少を続けており、特に公立保育所においては、平成２２年度当初において定員総
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数５７０人に対し、入所児童は４３４人で、大幅な定員割れを起こしている。 
子どもは、集団の中で生活することで自主・自立性、協調性等が養われ成長が促さ

れると言われており、定員割れにより、良好な保育の場としての環境に支障が生じな

いよう保育所規模の適正化を図る必要がある。 
また、市の財政状況が厳しさを増す中にあって、多様化する市民の保育ニーズに応

えるという公立保育所としての役割を果たしつつも、限られた人的・物的資源を有効

に活用する観点から適正規模による効率的な運営が求められている。 
さらに、平成２０年３月に策定された第６次銚子市行政改革大綱及び平成２１年度

事務事業総点検結果においても、公立保育所の統廃合について検討することとされて

いる。 
このような状況や公立保育所施設の現況を踏まえ、恒常的に定員割れをしている公

立保育所の再編（統廃合）が必要であると考える。 
 
 
４ 再編（統廃合）を検討すべき保育所について 

公立保育所の再編（統廃合）に当たっては、各保育所の状況について勘案し、様々

な観点から多角的に検討を行った。 
 

（１）定員に対する入所児童の状況について 
第一保育所、第二保育所、第三保育所及び海鹿島保育所は、本市の東部地区の

比較的近い位置に設置されており、東部地区の保育所入所対象児童の大幅な減少

に伴って、４施設とも定員割れの状況が続いている。 
第一保育所は、定員９０人に対し、直近３年間は入所児童数が５０人を下回り、

入所率も５０％程度で推移しており、他の保育所と比べ大幅な定員割れが続いて

いる。 
０歳児から５歳児までの保育所入所対象児童が減少する中にあって、入所児童

数の増加が見込めない状況にある。 
なお、第二保育所、第三保育所及び海鹿島保育所については、やはり定員割れ

はしているものの、６０人以上の入所児童がおり、入所率も７０％以上の状況に

ある。 
 

 （２）保育所の適正規模について 
幼児期は、集団とのかかわりから自立心や人とのかかわる力を培い、多くの友

達と接することによって互いに影響を与え合い、切磋琢磨して伸び始める時期で

ある。このような、精神面、身体面においてともに重要な発達段階にある幼児に

とって、集団の大きさは、社会との適応性を育む上で大切な要因の一つであると

考える。 
また、保育所から小学校に就学すると、より大きな集団で生活することになる

ため、児童が急激な集団の大きさの変化に戸惑うことが想定されることから、適
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正規模の集団の中で保育を受けることができる環境が整えられていることが望

ましいと考える。 
 保育所入所対象児童数の減少や、公立保育所のうち４施設が市内の東部地区の

比較的近い位置に設置されていることなどにより、他の公立保育所に比べ入所児

童が少ない第一保育所では、職員や保護者が協力して、良好な保育環境の維持に

努めている。しかし、少子化の進行などにより、今後も入所児童の増加が見込め

ないことから、適正規模の集団の中で生活することにより子どもが自主・自立性、

協調性等を養い、成長が促されるという観点において、職員や保護者の努力をも

ってしても、良好な保育環境を維持していくことが難しくなりつつある。 
 

（３）保育所建物の状況について 
   第一保育所は、鉄筋コンクリート造２階建で、建築後３９年を経過し、老朽化

により壁面の剥離、亀裂が生じるなど、危険性が増しつつあるため、大規模改修

が必要な時期にきている。 
海鹿島保育所は、建築後４３年を経過し、最も古い施設であるが、木造平屋建 

てであり、修繕が容易で費用も比較的安価で済むため、指定管理者において適切

な維持管理が行われており、保育を実施するうえで大きな支障は生じていない。 
 
（４）施設の周辺環境について 

第一保育所は、第二保育所や第三保育所まで、それぞれ約１㎞の距離にあり、

両保育所の中間の位置に設置されている。第二保育所は約４０人、第三保育所は   

約３０人の定員割れがあり、第一保育所の入所児童の受入れが可能な状況にある。 
また、第一保育所は、周辺道路の幅員が狭く、駐車スペースも少ないため、登

所・退所時に送迎の車による混雑が発生するなど、利便性に欠ける面がある。 
なお、海鹿島保育所は、第一保育所から約２．３㎞の距離に位置し、若干距離

的に遠いが、約２０名の入所児童の受入れが可能な状況にある。 
 
   以上のことから、定員に対する入所児童数の状況、保育所の適正規模、保育所建

物の状況、施設の周辺環境等について総合的に検討した結果、公立保育所の再編 

（統廃合）は、周辺の公立保育所でその機能を分担することが可能である第一保育

所について廃止し、通所する児童の地域が重複している第二保育所及び第三保育所

へ再編統合する方向で、保護者等の理解を得ながら進めることが望ましい。 
 
 
５ 再編(統廃合)の実施時期及び留意事項について 
（１）再編（統廃合）の実施時期について 
   第一保育所を廃止する保育所再編を実施するに当たっては、その期間を十分とり、

保護者や地域の方々の意見を十分聞き、理解を得て慎重に進める必要がある。 
このため、入所児童の募集停止、その後に施設運営の休止、といった丁寧な段階
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を踏みながら、保育所の廃止について円滑に実施していく必要があると考える。 
このことから、当委員会としては、第一保育所の廃止時期については、平成２５

年度末を目途として休止し、その翌年度末に廃止する方向で、保護者等の理解を得

て実施するよう提言する。 
なお、入所児童の募集停止を行うに当たっては、在所児童の保育に大きな支障が

生じないよう、募集停止する対象年齢、その実施時期について、入所児童の状況等

を十分把握し、慎重に検討する必要がある。 
 
（２）再編（統廃合）に当たっての留意事項について 

① 保護者や地域の方々の意見を十分聞き、理解を得て進めるとともに、入所児童

が他の公立保育所で安心して保育サービスが受けられるよう、保育士の配置や施

設整備など万全の態勢を整えること。 
② 他の保育所に転入所することに伴う児童の送迎に要する保護者等の時間的負

担を軽減するため、公立保育所の延長保育の拡充について検討すること。 
③  第一保育所で実施している一時的保育事業について補完する必要があること 
から、同事業を第三保育所において実施するよう努めること。 

 
 
６ 公立保育所の今後の方向性について 

  公立・民間の保育所は、保育ニーズの多様化に伴って、それぞれの特徴をより一層

生かした機能分担を行っていく必要がある。特に公立保育所は、民間保育所では不採

算になる恐れのある保育サービスの拡充や、地域の保育水準を高めていくための役割

が期待されている。 

 

（１）公立保育所のあり方 

   今後の公立保育所は、関係諸機関との幅広い連携を構築しながら、地域における

子育て支援の拠点的な施設として積極的な役割を果たしていく必要があり、これま

でに蓄積された経験とノウハウを、地域のすべての子育て家庭に対する支援のため

に活用していくこと。 

 

（２）障害のある児童などの積極的な受け入れ 

豊かな保育経験と実績を積み上げた人材が確保されている公立保育所が、今後も

障害のある児童や養育困難な児童などの受け入れを積極的に推進していくことは、

地域におけるセーフティーネットとしての役割を果たす観点から、公立保育所が積

極的に担うべき分野であること。 

 

（３）多機能化について  

今後、多様化する市民の保育ニーズに的確に対応し、公立保育所が地域の子育て 

を支援する役割を効果的に発揮できるよう、可能な限り多機能化を推進すること。 
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さらに、障害のある児童などを積極的に受け入れることはもとより、条件の整っ 

  た保育所においては地域子育て支援センターや一時的保育事業など、多様な保育サ

ービスの拡充を図ることによって、在宅で子育てを行っている家庭や様々な就労形

態にある家庭など、すべての子育て家庭を視野に入れた事業展開を図っていくこと。 

 
 
７ 要望事項について 

本検討委員会は、施設の老朽化や、定員割れが続き効率的で良質な保育サービスを

提供する適正規模での運営が困難となっている公立保育所の再編（統廃合）について

提言を行ったものである。 
しかしながら、国においては、幼保一体化など子ども・子育てを社会全体で支援す

る一元的な制度の構築に向けて種々検討がなされており、保育を取り巻く環境が大き

く変化しつつあるため、現在も重要な役割を担っている民間保育所と連携し、それぞ

れの特性に応じた機能の強化を図り、利用者の多様なニーズに応えうる子育て支援体

制の更なる充実を切に願うものである。 
また、本市西部地区には、無認可であるが、定員７０人に対し、ほぼ同数の児童を

受け入れている民間保育所がある。これは、東部地区に対して、西部地区に保育需要

があることの現れであり、更なる保育サービスの向上や、保護者の保育料負担の軽

減・公平化の観点から、今回の提言を踏まえた中で、認可に向けた対応を図ることを

併せて要望する。 


